


















































































































































































































































































































































































































































1937 12 （品川区大崎より）（上連雀） 買収，着工（北多摩郡武蔵野 計画決定（田無）
中西機械製作所（港区芝より） 町）20万坪 （谷戸の工場の隣接地）
（下連雀） 東京工場　東京製作所と改称
東邦製作所（品川区より）東 武蔵野製作所完成，操業開始 中島飛行機田無鋳鍛工場（西原 ・保谷・
邦計器製作所創設（井口） （西窪）（陸軍用） 久留米に拡大）



















































































































































































































































1939 14 ☆陸軍航空技術学校設置（所沢より） ガス電，日立航空機立川発動機製造所と改称
ﾐ宅群「南街」を形成，小川より引込線



















































































































東京自動車会社日野台に 日本製鋼所武蔵製作所 日本磨鋼帯株式会社（森 ☆東京工廠相模兵器製作
用地買収 （室蘭より）起工 野）町田製作所　（2，000 所設置




東京自動車会社工場建設 （芝浦，東京電気と合併， ☆火工廠　造兵廠多摩火 ☆陸軍第九技術研究所




】940 15 東京芝浦電気，府中工場 棺模陸軍造兵廠
建設（鶴見より）
富士電機株式会社豊田工 東芝工場操業開始（520
194116 場設立 人）
日本小型飛行機設立
（1，300人）
194217 東京自動車，日野重工業 日本製鋼戦車から高射砲
株式会社に改称 へ転換
神鋼電機株式会社設立 東芝車両部門分離，東芝 ☆戦車道路設置（小山・
194318 車両製作所府中工場 上小山田）
日本製鋼国有民営工場 ☆多摩火薬製造所西へ拡
（3，000人） 大
東芝軍需会社指定
194419 （5，370人）
下河原線通勤者用共同専
用電車運転
194520
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場となった。その後1942（昭和17）年中型戦車から中型高射砲生産へ転換，大阪陸軍造兵廠
の監督下におかれ，機械設備をいれかえ，翌年8月から生産を開始した。1944（昭和19）年，
従業員5～600人，動員学徒1，200人，徴用工900人，朝鮮人300人計3，000人規模の工場となっ
ていた。
　芝浦製作所は，鶴見・川崎・三重に工場をもっていたが，1937（昭和12）年日中戦争勃発
以来拡大する注文に応ずるために電気機関車，電鉄用品，電熱装置などを生産する工場を物色
翌年府中町の下河原線西側に決定，工場建設を開始した。鶴見より熟練工が移り，地元と全国
から青年を募集したが，労働者不足になやみ，1943（昭和18）年には朝鮮人労働者150人，
台湾からの青年300人，府中刑務所受刑者300人，翌年には徴用工・挺身隊・動員学徒など
1，800名を本工3，500人に加え総数5，370人という規模の工場となっていた。
　府中には，1941（昭和16）年，晴海町に日本小型飛行機株式会社が設立されている。前身
は1930（昭和5）年，研究所名でグライダーを学校や航空連盟へ販売する小企業であったもの
が，陸軍から軍隊や物資を輸送するための大型グライダーの製造を要請され，軍管理工場とし
て設立された。グライダーのほか，アルミニウム不足から飛行機の部品の木製化の試作工場で
もあった。1944（昭和19）年当時，従業員300人，動員学徒を含めて1，300人になっていた。
　こうして，東芝・日鋼・小型飛行機の三社の集まる地域は，関連企業・下請企業も含め従業
員の数は著しく増加，合計して12，000～13，000人におよぶ大工業地帯となった。従業員の多く
は中央線・京王線の駅からバスやトラックで通勤していたが混雑がはげしく，1944（昭和19）
年に3社は協議し国鉄に陳情，その結果下河原線の国分寺一東芝間に通勤電車が運行された。
他方，京王線・南武線に沿う地域には社宅・寮が建てられ，徒歩通勤も多かった。
　府中には，こうした軍需工場群とは別に，それらより早く，陸軍燃料廠が浅間町に進出を決
めていた。引込線も入り，府中の軍事化の第一歩はこの燃料廠とみることもできる。現在，航
空自衛隊が使用するほか，府中の森公園等がある。
　多摩川の右岸，日野では，多摩川の支流浅川に沿う沖積地と段丘面に沿いいくつかの小企業
があり，万願寺の吉田時計や豊田の段丘崖下の流水と女子労働力による日本節絹工業などがあっ
た。1933（昭和8）年以来町長は工業の発展が町財政を豊にすると積極的誘致策をとっていた。
昭和10年代に入ると，それら工場は軍需色を強めた。吉田時計は日野に新工場を建設，東洋
時計株式会社と改名，やがて時計のほか信管，高射砲弾，機関銃部品などを生産した。日本節
絹も中国東北（満州）での製粉工場での需要増に応ずる生産増をはかった。
　日野地域の著しい軍需工業化は，浅川と谷地川にはさまれた下末吉面に相応する日野台（日
野原）の開発にあった。鉄道から離れ，甲州街道が通過するのみの高所にある山林を伐採して
の工場は秘密の保てる場所であった。はじあに空気の清浄さを求めて小西六写真工業が工場を
たてカメラ・フィルム，やがて航空写真用の製品を生産した。続いて，石川島造船所や東京瓦
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斯電機などとっながる東京自動車が日野台に用地を買収，工場とそれに接して社宅群を建設，
大森から技術者と機械設備とをともない移転してきた。後，日野自動車と改称し，軍用装軌車
輌の製造を始めた。甲州街道の東隣りの位置にできる神鋼電機株式会社は神戸製鋼所の電気部
門として設立されるが，航空電気機器の製造を行った。日野台東端，豊田駅近くの富士電機豊
田工場は軍の命令でできた軍需工場という。こうして日野台一帯は工場と社宅が一帯化した軍
需工場地帯となった。
　これに対し，多摩丘陵を背後にもっ町田では，従来下山田地域を中心に座繰糸がひろがり一
帯は一面の養蚕地帯であった。その中で町田南部の原町田の森野に横浜線にそって日本磨鋼が’
航空機と戦車の部品を生産，相模陸軍造兵廠へ納入し，町田でほとんど唯一の軍需工場と言わ
れていた。他には鶴川にあった水車動力の製紐会社が落下傘用の紐を生産したという。相模陸
軍造兵廠は，相模原台地の神奈川県旧大野村・旧相原村にかかる地域に，1938（昭和13）年
に陸軍造兵廠東京工廠の分廠的な位置で兵器製造所の名称で一般兵器の製造修理を目的として
発足した。1940（昭和15）年，軍備拡張で戦車・機甲車輌・中口径砲弾弾体等の生産を主と
することとなり，相模陸軍造兵廠に昇格した。しかし当初京浜地区に散在する陸軍の管理工場
の監督におわれ，戦車生産は部品のみで，組立ては大田区下丸子の三菱重工の工場で行ってい
た。後に廠内にエンジン工場と組立工場が完成，自力で組立て性能試作テストのため，東京都
側の多摩丘陵内に用地として，1943（昭和18）年忠生村根岸から現桜美林学園裏の尾根道を
堺村田端まで約8kmを買収した。住民の言う戦車道路である。戦車を通じ日野・府中・下丸
子と相模の工廠とが結びっいていた。
　なお神奈川県の相模原台地には造兵廠のほか，小田急電鉄にそって陸軍の士官学校，通信学
校，機甲整備学校，病院など多くの軍施設が集中していた。そしてそのあたりは原町田西方と
呼称されていた。
　東京の南多摩郡の丘陵地帯には平坦地が少なく大規模な工場適地はなく，道路・鉄道とも不
十分であり都心からも遠い。このため軍需工場はあまりなく地形を利用した弾薬庫群があった。
昭和初期鶴川村三輪から横浜市緑区奈良へ続く丘陵に地下トンネル式弾薬貯蔵庫があった。
南多摩郡稲城村では，1938（昭和13）年に板橋の陸軍火薬製造所の多摩分工場として陸軍火
工廠が設けられた。南武線みなみたま駅西方の谷すじに道を通し谷戸に火薬の製造所と爆弾の
組立工場，それらの貯蔵庫を建設した。これは前年に京都府宇治の弾薬庫で爆発事故があり，
その反省としてより近代的な工場として企画された。多摩丘陵は遮蔽されて安全とみて選択さ
れ，工事は朝鮮出身者があたった。軍直営の軍需工場で従業員は在の人のほかは南武線ぞいの
寄宿舎に住んでいた。ここで生産された火薬は小銃弾・高射砲弾・爆弾の製造と結びつき，府
中・日野・小金井・調布そして東京・相模の軍工廠と結んでいた。
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4．おわりに
　多摩地域に，主として軍需産業によって生じた工業化の過程のごく一部を概観してみたが，
気のっく点をあげてみる。
　①工業化は，昭和初期の1930年代に，京浜地区の城南の機械工業地帯から移転した企業
によってひきおこされている。これを疎開工場と表現することがあるが，製品が軍需であるこ
とともに，むしろ生産拡大，設備更新など過密からの脱出や，親企業の移転にともなうものと
言える。空襲からの疎開は1944（昭和19）年になってからであった。また移転後の軍需生産
は，発動機や通信機器にみられるように輸入にかわる国産化であって，輸入代替の型ともみる
ことができる。
　②1930年代を，細かくみれば，日中戦争のおこる1937（昭和12）年，国家総動員法公布
施行の1938（昭和13）年を境として急速に軍需工業化が進む。軍国主義への傾斜の中で，軍
の意向・圧力が増す一方，受注する企業との関係が進んだと思われる。1943（昭和18）年の
軍需工場法の施行により，その翌年にかけ多くの工場が軍需工場指定となるが，これにより金
融・受注・資材・労働力などが確保され，企業の経営は確実になったと思われる。
　③工場用地の取得には，軍の圧力・財力が加わり，かなり不自然におこなわれた。説明会
に軍人が同席したり，印をもって集合せよなどの例が多い。町村としては税の増収となり財政
上歓迎し誘致の自治体もあった。ただ小作人は耕作地を奪われるため反対と懸念を表明してい
たが大勢に勝てず，結局工場労働者の道を選ぶことになった。
　④工場の労働力は，未熟練の農民では足りず，地元小学校高等科卒の少年が対象とされた。
これは卒業後従来，農村にとどまった二男・三男対策にもなり，小学校卒業生は工場に就職，
賃金労働者となった。工場の労働力はなお不足で全国から小学校卒業生を採用，企業内青年学
校を経営して技術の指導をはかった。これは一っの技術移転として戦後の工業化の潜在的基盤
となったとし評価する見方もある。
　⑤京浜地区から来た移住者たちと全国から集められた青年たちは社宅，寄宿舎，あるいは
農家の蚕室など様々な型で居住し生活したが，このうち社宅は工場に隣接してたてられた。こ
れは職住接近のニュータウンとなった。これが既存農村地域と交渉がほとんどなかったことか
ら「租界」と表現する見方もある3％南街，日野台，堀向などは陸の孤島にみえ，その感がす
る。しかしそれは戦後すぐに姿をかえる。職場の工場が消滅し人々が出身地へ帰ると後に都心
の焼跡から人々が入居，都心等遠距離通勤をするようになった。
　⑥工場の立地には前述（p．121）のごとく拡張可能な平坦広大な土地，豊富な地下水，安
定した大気などの状況や，集落も少なく，雑木林や桑畑のひろがる台地面の地価の安さもあり，
また資材の搬出入に初期には牛車，馬車，トラックなどもあるが，ひろく国鉄，私鉄路線から
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の専用引込線によっているのが特色である。
　⑦土地を売ったり貸したりした農家，アパートを建てた農家，これは地主であるが，戦後
の農地改革も加わり，もどってきた土地も再び農地になるよりも都営住宅になったり，市街地
として利用されることも多く，農民の中に土地に対する価値感に変化をもたらしたと思える。
　結局，この時代の軍需工業化は，軍需工場の崩壊消滅とともに，意味がなかったとする見方
もあるが，戦後の急速な都市化を準備するものとなったのではないかと推察できる。
　⑧また，工業地理学の面からみて，この時代，東京地域の周辺部の多摩地域には，飛行機・
戦車・銃砲などの比較的大型の組立工業が展開，東京地域の集積地域の城東・城南には中小規
模の部品工業が展開し，その製品を郊外の組立企業に送り，これにより東京地域は一っの完成
された軍需工業地域となっていたとみることができる。そして米軍の爆撃が多摩地域で爆弾，
城東・城南で焼夷弾によったのはこの工業のあり方を知ってのことかとも思われる。
　本稿は研究ノート，あるいはメモの形であるが，いくっかの問題点を得て今後の研究によっ
て深めてみたい。
　報告の機会をいただいた明治大学地理学教室の諸先生方と駿台史学編集の先生方に感謝申し
上げる次第です。また外為印刷社にもお手数をおかけしました。お礼申し上げます。
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　　松山　薫（1997）「関東地方における旧軍用飛行場跡地の土地利用変化」『地学雑誌』106
21）斉藤勉（1995）「昭和10年代の多摩」『多摩のあゆみ』vol．79，たましん地域文イヒ財団，このな
　かで斉藤は，多摩百年史研究会編「多摩百年のあゆみ」古今書院に記載の分布図を改訂している。
22）　地形図に工場の記号が記載されていても企業名がなく，文献資料の工場名と所在地との照合が困難
　なものも多かった。関係者や周辺住民の記憶ほりおこしがなお必要と思われる。
23）　北多摩地方では，1939（昭和14）年～1942（昭和17）年にかけて都市計画区域を東京府によって
　決定しているが，この計画は多摩地域を住宅地化することを想定したものであったので，本稿では参
　考にとどめ，その区分とは一致していない。
24）　武見芳二，前掲1）
25）　筆者がかつて勤務した都立高校の旧制時代の府立第13中学校の3年生は，改名した中西航空機に
　動員されたが，終戦直前材料不足から仕事がなくなったため学習か仕事かを求めて抗議の意思を表明
　し，他校にも例があったと聞く。拙稿（1995）「勤労動員中学生のストライキ」「語りつぐ戦中戦後①』
　労働旬報社，pp．183－202．なお，同校4年生・5年生は府中の日本製鋼所に動員となった。
26）　中島飛行機会社にっいては，航空史のほか富士重工業株式会社の社史等を引用するものと創設者中
　島知久平の伝記風のもの，周辺住民の記録や元従業員の自分史の形をとるものもある。高橋泰隆
　（1988）「中島飛行機の研究」日本経済評論社が詳しい。前川正男（1996）「中島飛行機物語」光人社
　はある航空技師の記録とあるが生き残った幹部の記録でもある。栗田良平（1977）「中島飛行機武蔵
　製作所」『多摩のあゆみ』vol．9たましん地域文化財団の栗田良平には「中島飛行機武蔵製作所物語」
　「多摩豆本』私家版もある。藤田のぼる・永島慎二（1995）「麦畑になれなかった屋根たち」童心社は
　絵本。
27）井藤鐵男（1995）「幻の鉄道が見えてきた」「多摩のあゆみ』voL　79，たましん地域文化財団
28）　山崎志郎（1991）「太平洋戦争後半期における航空機増産政策」『土地制度史学』no．130，199Ll，
　山崎によれば，1941～45年生産累計で中島航空機は機体の37，1％，発動機の313％を占めたとある。
　また武蔵野製作所のため陸軍の支援で工作機械や施設で充実させていく過程を分析，装備の大部分は
　東京工場（荻窪）から納入，他に発電機の80％と点火栓の25％は横河からなどとしている。
29）
30）
斉藤　勉（1990）「地下秘密工場」のんぶる舎，中島飛行機浅川工場のサブタイトルがつく。
三田鶴吉（1987）「立川飛行場物語」上・中・下けやき出版
楢崎茂弥（1995）「15年戦争と立川陸軍飛行隊」「多摩のあゆみ」vol．79　たましん地域文化財団
日本航空協会編（1975）「日本航空史」日本航空協会
高草孝夫訳編（1990）「米国戦略爆撃調査団報告」日立朋友会などによった。
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31）東大和市（1995）「軍需工場と基地と人びと」『東大和市資料編1』pp．22－46
　　同書にはガス電は大森が三業地に囲まれたため少年工の育成に不向きとし，当時ナチスドイッで採
　用されていたジードルング方式にヒントを得て工場と従業員の社会生活を一体化した企業体を設立す
　ることを計画したとある。詳細は記されていないが，昭和25年完成予定というイラスト風計画図を
　記載している。なお東大和市（1996）「新しいまち南街」「同4』には，工場建設の最初は給水塔だっ
　たとして図面を記載するが，地下150mから採水している。給水塔は現存する。
32）　関　満博（1993）「軍需工場の疎開」「多摩百年のあゆみ』pp．　111－119
　　同書の中で，近代工業が入ってくるのは，昭和戦前期における戦時疎開によるもの，またそれが地
　域産業として受け入れられるのは戦後も相当の時期を経てとあり，織物業のダイナミックな展開の裏
　面で一種の租界を形成と記されている。
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